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               資料４ 
 

生活交通確保維持改善計画（令和 4年度～令和 6年度） 

（地域公共交通確保維持事業のうち地域内フィーダー系統関係） 

 

令和 3年 6 月  日 

 

（名 称） 飯塚市 

（代表者名） 市長 片 峯  誠   

 

0．生活交通確保維持改善計画の名称 

「飯塚市生活交通確保維持改善計画」 

 

 

1．地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性 

本市のコミュニティ交通については、平成 21 年度から平成 23 年度にかけて定時定路線型コミ

ュニティバスの実証運行を行い、その検証結果を踏まえ、より有効と考えられる手法として、平成

24 年度から区域運行型デマンド方式の予約乗合タクシー（地域公共交通確保維持事業の活用によ

る）及び定時定路線型のコミュニティバスの併用運行方式を導入した。 

具体的には、地区内の円滑な移動を予約乗合タクシーで担い、地区間の連結をコミュニティバス

で担うことにより、高齢者等の交通弱者の日常生活における通院や買い物をはじめとする外出や社

会参加を促進するための交通手段を整備するものであり、この運行方式の定着により利用者数も増

加していた。また、これらに加え、平成 27 年度から平成 29 年度までの 3 年間、中心市街地を循環

する定時定路線型の「街なか循環バス」の実証運行を行った。 

平成 30 年 4 月からは、従来のコミュニティバスと、実証運行を終えた街なか循環バスの路線を

再編し、新たな形態によるコミュニティバスの運行を開始、令和元年 10 月からは、民間路線バス

の一部区間廃止に対応するため、宮若市と共同でコミュニティバス宮若・飯塚線の運行を開始し

た。また、令和 2 年 10 月からは民間路線バスの一部区間廃止に対応するため、当該区間を運行エ

リアに含む予約乗合タクシーの運行時間を拡充し、時間帯によって従来のデマンド型と、民間路線

バスの廃止区間における定時定路線型を切り替える運行方式を導入した。 

民間公共交通機関が廃止・縮小傾向にある中、今後も、「民間公共交通機関を補完し、市民の日

常生活における移動を支える」交通手段を確保するため、引き続き地域公共交通確保維持事業を活

用しながら、本市における公共交通の方向性を示す第 2 次飯塚市地域公共交通網形成計画（平成

30 年 3 月策定）の基本方針（※）に沿って、各種コミュニティ交通事業を推進する必要がある。 

 

（※）第 2 次飯塚市地域公共交通網形成計画の基本方針 

方針 1． 拠点連携型のまちづくりと公共交通の一体的な公共交通体系の構築 

方針 2． 適切な役割分担に基づく持続可能な公共交通網の形成 

方針 3． 多様な交通機関の有機的な連携による効果的・効率的な公共交通体系の構築 

方針 4． 地域のニーズに合った公共交通の構築 
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2．地域公共交通確保維持事業の定量的な目標・効果 

 

2 - 1．事業の目標 

予約乗合タクシー及びコミュニティバスの併用運行にあたっての定量的な目標として、利用者数

に関する目標値を設定する。 

   

表１ 予約乗合タクシー、コミュニティバスの定量的な目標（人） 

  

現状 

令和元年 10 月 

～令和 2年 9月 

令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

予約乗合タクシー 42,205 46,900 46,900 46,900 

コミュニティバス

（飯塚市単独運行分） 
27,741 28,100 28,100 28,100 

コミュニティバス 

（宮若市との共同運行分） 
12,555 12,600 12,600 12,600 

（※令和 2年 10 月より予約乗合タクシーの運行時間を一部拡充） 
 

     表 2 予約乗合タクシー運行系統別の定量的な目標（人） 

運行系統名 
現状 

令和元年 10 月 

～令和 2年 9月 

令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

飯塚東 774 3,480 3,480 3,480 

庄内 3,304 3,090 3,090 3,090 

鎮西 3,519 4,944 4,944 4,944 

筑穂 10,298 10,801 10,801 10,801 

穂波 9,149 9,281 9,281 9,281 

頴田・鯰田 2,626 2,724 2,724 2,724 

鎮西・二瀬 4,561 4,345 4,345 4,345 

二瀬 4,484 4,640 4,640 4,640 

幸袋 3,490 3,590 3,590 3,590 

合計 42,205 46,896 46,896 46,896 

※令和 4～6年度の表 2「予約乗合タクシー運行系統別の定量的な目標」の目標数値については、次のような考え方で算出する。 

①令和 4 年度については、新型コロナウイルス感染拡大の影響下にある直近(令和 3 年 3 月～5 月)の利用者数が令和元年度の同時

期比 86％であることを踏まえ、若干の回復を見込み、令和元年度実績の 90％とする。 

②令和 5 年度以降については、新型コロナウイルスの影響が出る前に比べて住民の公共交通機関の利用意向が変化しているものと

推察し、令和 4年度の見込値に据え置く。 

③飯塚東系統及び庄内系統には令和 2年 10 月から 1台増車したことによる増加見込み分を、また、飯塚東系統・鎮西系統・幸袋系

統には同年同月から運行時間を拡充したことによる増加見込み分を、それぞれ上記①②の算出値に加味する。 
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2 - 2．事業の効果 

予約乗合タクシー及びコミュニティバスの併用運行により、以下の効果を期待できる。 

 

（1）市全域における移動の円滑化 

地区内の移動を予約乗合タクシーで、地区間の移動をコミュニティバスでそれぞれ担うことによ

り、市民が飯塚市全域において円滑に移動することができる。 

 

（2）民間公共交通（民間路線バス・鉄道）への乗り継ぎの円滑化 

予約乗合タクシー及びコミュニティバスを運行することにより、市内の民間公共交通機関（鉄道及

び民間バス）へのアクセスの利便性が向上し、円滑な乗り継ぎが可能となる。 

 

（3）地区内移動手段の確保による利便性の維持・向上 

地区内を運行する予約乗合タクシーにより、地域住民の買い物や通院のための移動手段が確保さ

れ、日常生活における利便性が維持・向上する。 

 

（4）市内の主要な拠点施設へのアクセス確保による利便性の向上 

市内の各種拠点施設をコミュニティ交通で結ぶことにより、地区内のみならず地区外の拠点施設

へのアクセスが向上し、市民の利便性が向上する。 

 

（5）市民の社会参加機会の拡大 

高齢者等の交通弱者をはじめとする市民の外出をコミュニティ交通の運行により支援することを

通じて、市民の社会参加の機会が拡大する。 
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3．2．の目標を達成するために行う事業及びその実施主体 

事業の名称 事業の概要 実施主体 

公共交通モニタリング 

 

鉄道、バス、コミュニティ交通の利用状況をモニ

タリングし、利便性の向上、満足度、運行上の課題

や要望を把握する。 

交通事業者に対し、モニタリング結果に基づく運

行改善などをスムーズに進める。 

(第 2次飯塚市地域公共交通網形成計画 P.93) 

飯塚市地域公共交通

協議会 

 

コミュニティバスの効

果的・効率的な運行 

民間バス、コミュニティバス、地域運行型交通シ

ステムの運行状況を整理し、適切な役割分担のもと

で連携しながら、コミュニティバスを効果的・効率

的に運行する。 

(第 2次飯塚市地域公共交通網形成計画  P.93) 

飯塚市 

交通事業者 

予約乗合タクシーの運

行 

 交通空白地域の居住者や高齢者などの交通弱者

が、買物や通院等の日常生活に必要な移動を行える

ように、予約乗合タクシーを運行する。 

(第 2次飯塚市地域公共交通網形成計画  P.96) 

飯塚市 

交通事業者 

公共交通利用に対する

支援(利用方法説明会

の開催等) 

 「公共交通の利用の仕方がわからない」などの意

見に対応するための説明会の開催を通じて、公共交

通の利用促進を図る。 

(第 2次飯塚市地域公共交通網形成計画  P.98) 

飯塚市 

 

コミュニティ交通に関

する各種広報 

 市報やホームページにコミュニティ交通の利用に

関する記事を掲載するとともに、市内で開催される

各種イベント等の機会を活用して利用ガイド等を配

布することにより、市民の潜在的な需要を喚起し、

利用促進につなげる。 

飯塚市 
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4．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び運行予定者 

地域公共交通確保維持事業により、予約乗合タクシーの運行を確保・維持する。 

本市では、予約乗合タクシーの運行にあたり、令和 2 年度にプロポーザル方式による事業者選考

を実施し、下表に示す 4事業者を運行業務の委託先に決定した。 

表 予約乗合タクシー運行業務の事業者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「表１ 地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び運行予定者（地

域内フィーダー系統）」を添付。 

 

 

5．地域公共交通確保維持事業に要する費用の負担者 

本件事業費の負担者及び収受等の流れは次のとおり。 

   ○飯塚市：運行事業者に対し、運行経費等（定額）を委託料として支払う。 

   ○事業者：運行に係る収入を収受し、その同額を市へ納付する。 

   ○飯塚市地域公共交通協議会：国庫補助金（運行経費から算出）を収受し、その同額を市へ納付 

する。 

以上により、飯塚市としての実質的な負担額は、運行経費等（委託料）から運行収入及び国庫補助

金を差し引いた額となる。 

 

 

6．2．の目標・効果の評価手法及び測定方法 
  ・運行実績報告（日報等）から利用者数や収支について評価を実施 

   ・モニタリング調査(ヒアリング等) 

 

 

7．別表１の補助事業の基準二に基づき、協議会が平日１日当たりの運行回数が３回以上で

足りると認めた系統の概要【地域間幹線系統のみ】 

（該当なし） 

 

 

8．別表１の補助事業の基準ハに基づき、協議会が「広域行政圏の中心市町村に準ずる生活

基盤が整備されている」認めた市町村の一覧【地域間幹線系統のみ】 

（該当なし） 

 

 

9．生産性向上の取組に係る取組内容、実施主体、定量的な効果目標、実施時期及びその他

運行系統（運行地区） 運行事業者 

飯塚東地区、庄内地区 

鎮西地区（八木山地区以外） 

筑穂地区 

（有）Shonai 観光 

穂波地区 穂波タクシー(株) 

頴田・鯰田地区 

幸袋地区 
安全タクシー(有) 

二瀬地区 
鎮西地区（主に八木山地区） 

綜合交通(株) 飯塚営業所 
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特記事項【地域間幹線系統のみ】 
（該当なし） 

 

 

10．地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要【地域内フィーダー系統のみ】 

「表５ 地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要」を添付 

 

 

11．車両の取得に係る目的・必要性【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国

庫補助金を受けようとする場合のみ】 

（該当なし） 

 

 

12．車両の取得に係る定量的な目標・効果【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費

国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

 

(1)事業の目標 

（該当なし） 

 

(2)事業の効果 

（該当なし） 

 

 

13. 車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者又は地方公共団体、要する費用の

負担者【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとす

る場合のみ】 

（該当なし） 

 

 

14．老朽更新の代替による費用の削減等による地域公共交通確保維持事業における収支の改

善に係る計画（車両の代替による費用削減等の内容、代替車両を活用した利用促進策）

【公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

  （該当なし） 

 

 

15．貨客混載の導入に係る目的・必要性【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場

合のみ】 

（該当なし） 
 

 

16．貨客混載の導入に係る定量的な目標・効果【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようと

する場合のみ】 

（１）事業の目標 
（該当なし） 

（２）事業の効果 
（該当なし） 

17．貨客混載の導入に係る計画の概要、要する費用の総額、内訳、負担者及び負担額【貨客
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混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 
（該当なし） 

 

 

18．協議会の開催状況と主な議論 

令和元年度は「飯塚市地域公共交通協議会」を 4回開催。 

令和 2年度は「飯塚市地域公共交通協議会」を 5回開催。 

令和 3年度は「飯塚市地域公共交通協議会」を 1回開催（6月 30 日現在）。 

 

表 飯塚市地域公共交通協議会の令和元年度開催状況及び主な議題 

年度 日時 主な議題 

令和元年度 令和元年 6月 28 日  令和元年度飯塚市地域公共交通協議会予算について 

 飯塚市コミュニティ交通の運行について 

 飯塚市生活交通確保維持改善計画(令和 2年度～令和 4年度)

について（承認） 

令和元年 11 月 7 日  平成 30 年度飯塚市地域公共交通協議会決算及び監査報告に

ついて 

 飯塚市コミュニティ交通の運行について 

令和元年 12 月 24 日  飯塚市コミュニティ交通の運行について 

 地域公共交通確保維持事業の評価について 

 西鉄バス筑豊株式会社による乗合バス路線一部廃止の申出

への対応について 

令和 2年 2月 26 日  西鉄バス筑豊株式会社による乗合バス路線一部廃止の申出

への対応について 
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表 飯塚市地域公共交通協議会の令和 2 年度開催状況及び主な議題 

年度 日時 主な議題 

令和 2年度 令和 2年 6月 15 日  令和 2年度飯塚市地域公共交通協議会予算について 

 西鉄バス筑豊株式会社による乗合バス路線一部廃止に伴う

代替交通について 

 飯塚市コミュニティ交通の運行実績について 

令和 2年 7月 27 日  2019 年度飯塚市地域公共交通協議会決算及び監査報告につ

いて 

 令和 2 年 10 月からの飯塚市コミュニティ交通の運行内容に

ついて 

 飯塚市生活交通確保維持改善計画(令和 3年度～令和 5年度)

について(承認) 

令和 2年 9月 10 日

(書面開催) 

 飯塚市地域公共交通協議会規約の一部改正について 

 飯塚市コミュニティ交通体系の再編に係るスケジュール

の見直しについて 

令和 2年 11 月 30 日 

(書面開催) 

 令和 3年度飯塚市コミュニティ交通の運行について 

 令和 3 年度飯塚市コミュニティ交通運行事業者等の選定

について 

 地域公共交通確保維持事業の評価について 

令和 3年 3月 4日 

(書面開催) 

・西鉄バス筑豊株式会社による筑豊（急行）福岡線廃止の申

出への対応について 

・令和 3年度 飯塚市コミュニティ交通の運行について 

 

表 飯塚市地域公共交通協議会の令和 3 年度開催状況及び主な議題 

年度 日時 主な議題 

令和 3年度 令和 3年 6月 29 日 ・令和 2 年度飯塚市地域公共交通協議会決算及び監査報告

について 

・令和 3年度飯塚市地域公共交通協議会予算（案）につい   

 て 

・令和 4年度からの飯塚市コミュニティ交通体系について 

・飯塚市生活交通確保維持改善計画 (令和 4年度～令和 6年

度)について 
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19．利用者等の意見の反映状況 

コミュニティ交通の利用者を含む地域住民に対してアンケート調査等を実施し、その調査結果及び

市に寄せられた意見・要望の事業への反映を図った。 

 

表 利用者等の意見等の収集 

項目 概要 

平成 29 年度 

市民アンケート調査 

・公共交通を特に必要とすると考えられる 65 歳以上の飯塚市民を対象

に、郵送による配布・回収方式によるアンケート調査を実施した。 

・高齢者と同じく公共交通機関に頼らざるを得ない高校生の意向を把

握するため、嘉飯地区の県立高校に通う 1 年生を対象にアンケート

調査を実施した。 

平成 30 年度 

市民アンケート及びヒアリ

ング調査 

・公共交通に関する市民意向を把握するためのアンケート調査及びヒ

アリング調査を実施した。アンケート調査の対象は、予約乗合タクシ

ーの利用登録者のうち、利用割合の大きい65歳以上の高齢者とした。

ヒアリング調査の対象は、市内の主要施設の利用者とした。 

令和元年度 

市民アンケート調査 

・公共交通に関する市民意向を把握するためのアンケート調査を実施

した。アンケート調査の対象は予約乗合タクシーの利用者及びまち

づくり協議会による買い物支援ワゴンの利用者とした。 

各年度通年 

市に寄せられる意見・要望の聴取 

・電話や窓口において市に寄せられる意見や要望を記録・整理し、運行

形態等の見直しを検討する材料とした。 
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22．協議会メンバーの構成員 

飯塚市地域公共交通協議会の構成員は、下表のとおりである。 
 

表 飯塚市地域公共交通協議会の委員構成（所属一覧） 

No 委員所属 No 委員所属 

1 飯塚市 市民協働部長   17 鎮西地区まちづくり協議会 

2 飯塚市 都市建設部長 18 鯰田地区まちづくり協議会 

3 西鉄バス筑豊株式会社 19 穂波まちづくり協議会 

4 九州旅客鉄道株式会社 20 筑穂地区まちづくり協議会 

5 飯塚旅客自動車協同組合 21 庄内地区まちづくり協議会 

6 
国土交通省北九州国道事務所筑豊維持出張

所 
22 頴田まちづくり協議会 

7 福岡県飯塚県土整備事務所  23 飯塚市社会福祉協議会 

8 近畿大学産業理工学部  24 飯塚市老人クラブ連合会 

9 福岡県飯塚警察署  25 飯塚市身体障害者福祉協会 

10 福岡県 交通政策課 26 飯塚商工会議所 

11 飯塚片島まちづくり協議会 27 飯塚市商工会 

12 菰田まちづくり推進協議会 28 一般社団法人福岡県バス協会  

13 立岩地区まちづくり協議会 29 西鉄グループバス労働組合 

14 飯塚東地区まちづくり協議会 30 九州運輸局福岡運輸支局 

15 二瀬地区まちづくり協議会 31 桂川町 企画財政課 ※ 

16 幸袋まち まちづくり協議会 
※桂川町については、令和3年6月29日開催の協議会にお

ける本計画の承認議決のみに参加（議決委任） 

 

【本計画に関する担当者・連絡先】 

（住 所）福岡県飯塚市新立岩５−５      

（所 属）飯塚市役所市民協働部地域公共交通対策課  

（氏 名）福田 史織    

（電 話）０９４８－２２－５５００（内線１４４１）  

（e-mail）chiiki-koutsuu@city.iizuka.lg.jp      



表１　地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び運送予定者（地域内フィーダー系統） 令和４年度

起点 経由地 終点 運行態様の別

基準ハで
該当する
要件

補助対象地域間幹線系統
等と接続の確保

基準ホで該当
する要件
（別表７のみ）

.km

.km

.km

.km

.km

.km

.km

.km

.km

.km

.km

.km

.km

.km

.km

.km

.km

.km

.km

.km

（注）

１．区域運行及び乗用タクシーによる運行の場合は、運行系統の「経由地」に営業区域を記載することとし、「起点」、「終点」及び「系統キロ程」について記載を要しない。

２．「系統キロ程」については、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで記載すること。なお、循環系統の場合には、往又は復のどちらかの欄にキロ程を記載し、もう片方の欄に「循環」と記載すること。

３．「利便増進特例措置」については、地域公共交通利便増進計画の認定を受け、地域内フィーダー系統に係る特例措置の適用（別表９）を受けて補助対象となる場合のみ「○」を記載すること。

４．「運行態様の別」については、路線定期運行、路線不定期運行、区域運行、乗用タクシーによる運行の別を記載すること。

５．「補助対象地域間幹線系統等と接続の確保」については、地域内フィーダー系統が接続する補助対象地域間幹線系統又は地域間交通ネットワークとどのように接続を確保するかについて記載すること。

６．乗用タクシーによる運行の場合は、「運行系統名」「利便増進特例措置」について記載を要しない。

７．本表に記載する運行予定系統を示した地図及び運行ダイヤを添付すること。乗用タクシーによる運行の場合は、営業区域を示した地図を添付すること。

幸袋

飯塚市

(9)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(8)

①
補助対象地域間幹線系統である西鉄
バスの小竹・天道線と済生会飯塚嘉穂
病院バス停等にて接続

③

運行系統

系統
キロ程

地域内フィーダー系統の基準適合
（別表７及び別表９）

区域 ①
補助対象地域間幹線系統である西鉄
バスの小竹・天道線と鯰田渡バス停等
にて接続

③幸袋地区

鎮西地区

筑穂地区 ②(1)242日 7,724.0回

242日 7,124.0回

242日 2,497.0回

242日 3,179.0回

JR九州の筑前大分駅等にて接続 ③

②(2) JR九州の筑前庄内駅にて接続 ③区域

区域

区域 ②(2) 西鉄バスの飯塚市内線と潤野下区バ
ス停等にて接続 ③

区域 ②(2) 西鉄バスの飯塚市内線と二瀬本町バ
ス停にて接続 ③

242日 3,811.0回

区域 ②(2) 西鉄バスの飯塚市内線と潤野下区バ
ス停等にて接続 ③3,213.0回242日

区域 ①
補助対象地域間幹線系統である西鉄
バスの小竹・天道線と頴田病院バス停
等にて接続

頴田・鯰田
地区

頴田・鯰田

穂波地区穂波

③

鎮西・二瀬
地区

鎮西・二瀬

242日 1,974.0回

区域

二瀬地区

運送予定者名市区町村名
運行系統名
（申請番号）

区域 ①
補助対象地域間幹線系統である西鉄
バスの上山田線と下三緒バス停等に
て接続

③飯塚東地
区

242日 4,835.0回

計画運
行日数

計画
運行
回数

利
便
増
進
特
例
措
置

（有）Shonai観光 飯塚東(1)

242日 3,852.0回

庄内

鎮西

（有）Shonai観光

（有）Shonai観光

（有）Shonai観光

庄内地区

穂波タクシー(株)

安全タクシー（有）

安全タクシー（有）

綜合交通(株)

綜合交通(株)

筑穂

(2)

二瀬
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表１別図 

＜添付資料：予約乗合タクシー運行系統図＞ 

 

図 予約乗合タクシー運行系統図 

 

 ○飯塚市内８地区にて運行 

図に示す「幸袋地区」、「二瀬地区」、「鎮西地区」、「頴田・鯰田地区」、「飯

塚東地区」、「庄内地区」、「穂波地区」、「筑穂地区」の計８地区 

※「立岩地区」、「飯塚・片島地区」、「菰田地区」の３地区では運行しない。 
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表５　地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要

（単位：人）

　交通不便地域等の内訳

（※参考）

(※) 省略可。

（１）記載要領

１．

２．

３．

４．

５．

（２）添付書類
１． 「人口集中地区以外の地区」及び「交通不便地域等」の区分が分かる地図を添付すること。

（ただし、全域が交通不便地域等となる場合には省略可）

協議会において承認を得る必要があるなど、自治体の必要性に応じて記載可。
なお、記載する場合の適用算定式においては、直近の地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金に係る国庫補助上限額の算定式をご
活用ください。

対象人口 算定式 国庫補助上限額

人口は最新の国勢調査結果を基に記載すること。ただし、地方運輸局長等が指定する交通不便地域
の場合は、申請する年度の前年度の３月末現在の住民基本台帳を基に記載すること。

「人口集中地区以外」の欄は、国勢調査結果により設定された人口集中地区に該当しない地区の人口
を記載すること。

「交通不便地域等」の欄は、地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱（以下、「交付要綱」と
いう。）の別表７（ハ②（１））に記載のある過疎地域の人口、交付要綱別表７（ハ②（２）（実施要領の２．
（１）⑪））に基づき地方運輸局長等が指定する交通不便地域の人口及び交付要綱別表７リに基づき地
方運輸局長等が認める地域の合計（重複する場合を除く）を記載すること。

「対象地区」の欄には、当該市町村の一部が交付要綱別表７（ハ②（１））に掲げる法律（根拠法）に基
づき地域指定されている場合に、根拠法ごとに当該区域の旧市町村名等を記載すること。また、地方
運輸局長等が指定する交通不便地域等が存在する場合には、該当する区域名を記載すること。

「根拠法」の欄は、交通不便地域を地方運輸局長等が指定した場合は、「局長指定」と記載すること。ま
た、乗用タクシー以外での輸送が著しく困難であるものとして地方運輸局長等が認めた場合は、「局長
指定（乗用）」と記載すること。

地域公共交通網形成計画 平成27年3月25日 平成29年度

2,155 二瀬地区 局長指定

　地域公共交通計画、地域公共交通利便増進計画の策定年月日及び算定式適用開始年度

計画名 策定年月日 算定式適用開始年度

1,997 庄内地区 局長指定

6,712 鎮西地区 局長指定

9,475 筑穂地区 過疎地域自立促進特別措置法

市区町村名 飯塚市

人　口

人口集中地区以外 79,463

交通不便地域等 20,339

人　口 対象地区 根拠法
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表 5別図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要 

出典：H27 国勢調査結果, R3.3 月末住民基本台帳 

筑穂地区：9,475 人 

（過疎地域） 

人口集中地区以外の人口

79,463 人 

（交通不便地域） 

鎮西地区：6,712 人 

（交通不便地域） 

二瀬地区：2,155 人 

（交通不便地域） 

庄内地区：1,997 人 

（交通不便地域） 
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九 運 交 企 第 ４ ９ 号 

令 和 ３ 年 ６ 月 ９ 日 

 

 

 

飯塚市長 片峯 誠 殿 

 

 

九州運輸局長 

                           （公印省略） 

 

交通不便地域の地域指定通知書 

 

 

 令和３年５月２７日付け３飯協地公第２５号で申請のあった地域公共交通確保維持

改善事業費補助金交付要綱別表７ハ②（２）にかかる交通不便地域については、下記の

とおり指定します。 

 

 

記 

 

 

交通不便地域の指定区域 

   福岡県飯塚市 

庄内地区、鎮西地区、二瀬地区 

 

 

指定期間：令和３年１０月１日から令和８年９月３０日まで 

 

Administrator
タイプライターテキスト

Administrator
タイプライターテキスト
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Administrator
タイプライターテキスト

Administrator
タイプライターテキスト




